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研究成果の概要（和文）：EUでは、環境に配慮した農業生産を行うなどの一定要件を満たした農業生産者に補助金等を
支払うというクロス・コンプライアンス（CC）を適用した農業政策が実施されている。本研究では、CC受給要件を、農
業由来の環境負荷などの外部性効果とみなして評価し、CC受給要件の内容設計に資する手法の開発や適用を試みた。農
業生産活動由来の環境負荷に及ぼす環境影響を経営段階のミクロレベルや国全体のマクロレベルで定量評価できる手法
の開発と適用を行い、CCを適用した新たな農業政策の設計に資する基礎知見を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：In the EU, Cross Compliance (CC) has been introduced to agricultural policies. CC 
is defined as the practice of granting governmental support payments to farmers only if they comply with 
certain environmental conditions. In this study, we regard the certain environmental conditions as 
externality of agriculture such as the environmental impacts resulting from agricultural production and 
evaluate these conditions in order to examine the designs of policy measures to meet these conditions. We 
develop and apply quantitative methods for evaluating the environmental impacts resulting from 
agriculture at both farm and national levels in order to contribute designing policy measures based on 
CC.

研究分野：農業経済学
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１． 研究開始当初の背景  
（１）EU では、環境に配慮した農業生産を
行うなどの一定要件を満たした農業生産者
に補助金等を支払うというクロス・コンプラ
イアンス（CC）を適用した農業政策が実施さ
れている。 
 
（２）財政制約が厳しくなっている日本にお
いても、広く国民的な合意を獲得しうる農業
政策を展開して行くために、こうした CCを
適用した新たな農業政策を設計して行くこ
とは、極めて重要な課題である。 
 
（３）日本においても CCを適用した補助金
等の支払いをうけるための CC受給要件は、
環境保全など、様々な取り組み例が想定され
る。 
 
（４）わが国の既存研究をみると、ある施策
による支払いについて、別の施策によって設
けられた要件の達成を求めるというクロ
ス・コンプライアンス（CC）を適用した農業
政策については、EU における制度の紹介や
CC適用のEU現地実態報告などがみられる。
また、農業農村の多面的機能を経済評価した
研究は、国際的にみても、多数存在する。 
 
（５）日本で初めて、直接支払い政策として
本格的に導入されたといわれる中山間地域
等直接支払制度については、現場での取り組
み実態の報告や、この政策評価を試みた研究
例も存在する。さらに研究開始の当初では、
戸別所得補償制度という新たな直接支払い
政策が、わが国に導入された。 
 
（６）こうした状況下で、日本の事情にあっ
た CCを適用した新たな農業政策設計という
点に着目し、補助金等の支払いをうける場合
に想定し得る農業生産者の受給要件（例えば
環境に配慮した農業生産の実施など）を、外
部性効果発揮とみなして評価して、CC 受給
要件の内容を設計して行く手法を開発して
行くことが必要ではないかという着想に至
った。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、CC 受給要件を、農業由
来の環境負荷抑制などの外部性効果発揮と
みなして評価して、CC 受給要件の内容設計
に資する手法の開発や適用を試み、CC を適
用した新たな農業政策の設計に資する基礎
的知見を得ることである。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、CC 要件が、政策に適用される
場合に、考慮すべき論点に関する研究サーベ
イと実態調査を実施した。具体的には、CC
要件が、政策に適用される場合に、考慮すべ
き論点については、国内外の学術論文・文献
を、電子ジャーナルなどを利用してサーベイ

し、また学会参加なども通じて関連する最新
の研究情報を入手した。さらに、開発手法の
適用対象となる日本と韓国の事例に係る実
態調査を実施した。 
 
（２）次に、 CCの受給要件設定に資する評
価手法の開発と適用である。具体的には、農
業由来の環境影響を、稲作経営や酪農経営、
また農業農村整備事業などを対象としたミ
クロレベルで、さらに国全体における養分収
支などを対象としたマクロレベルで、それぞ
れ定量評価できる手法の開発と適用を試み
た。 
 
４．研究成果 
（１）農業農村整備事業における農業排水路
整備を事例とし、環境影響を総合評価できる
ライフサイクルアセスメントを適用し、環境
に対する影響緩和措置を講じた環境保全型
工法で農業排水路を整備した場合、従来型工
法と比べて自然環境や生物多様性は保全さ
れる一方で、温室効果ガスは低減するか否か
を評価できる手法の開発と適用を試みた。こ
の手法を、現況で排水能力が低下している土
水路の改修を想定したモデル事例に適用し
た結果、植物の生育や生物の生息に適した工
法によって環境への配慮がなされる一方、施
工や農地の改廃で温室効果ガス排出が増加
する傾向が示唆される点などが明らかとな
った。 
 
（２）有機酪農経営と慣行酪農経営の環境影
響を比較した．具体的には，環境への負荷の
原因となる物質として，窒素およびリンを分
析対象に限定し，有機酪農経営の農地面積
1ha 当たり余剰窒素量と余剰リン量をファー
ム・ゲート・バランスを用いて計測した．分
析対象事例とする有機酪農経営は，有機畜産
物のJAS規格認証を受けた生乳生産を行う酪
農経営であり、比較対象は国内の慣行酪農経
営に関する既存研究とした．分析の結果、第
一に，推計された有機酪農の農地面積 1ha 当
たり余剰窒素量は，既存研究で推計された慣
行酪農の結果よりも少なかった．第二に，推
計された有機酪農における農地面積1ha当た
り余剰リン量は，既存研究で推計された慣行
酪農の結果よりも多かった．有機酪農では，
化学肥料の投入を避けるのが原則である．こ
のため，分析対象事例の有機酪農では，化学
肥料の代替として，鶏糞など，リン成分を相
対的に多く含む有機肥料を投入していた．こ
のことが，購入肥料による農地面積 1ha 当た
り投入リン量について，有機酪農が慣行酪農
より多くなった要因の1つと推察される点を
明らかにできた。 
 
（３）化学合成農薬の延べ使用成分数および
化学肥料の窒素成分量を慣行の 5 割以下と
する環境保全型栽培が水稲生産の温室効果
ガス排出に及ぼす影響を明らかにした。分析



手法には，農業生産活動の環境影響評価に用
いられているライフサイクルアセスメント
を適用した。分析の結果、第一に、化学合成
農薬の延べ使用成分数を慣行の 5 割以下と
する取組において、温室効果ガス排出削減効
果は極めて小さかった。第二に、化学肥料の
窒素成分量を慣行の 5 割以下とする取組は、
肥料からの温室効果ガス排出削減に有効で
あった。第三に、化学肥料の窒素成分量を慣
行の 5 割以下とする取組に伴う有機肥料投
入は、水田からの CH4排出量の大幅な増加を
引き起こした。水田からの CH4排出は、水稲
生産における最大の温室効果ガス排出源で
あり、本稿において，慣行栽培と比べて環境
保全型栽培の温室効果ガス排出量を増大さ
せた主因でもあった。このことを鑑みると，
環境配慮技術の実施要件として、中干し期間
延長などの水管理方法による CH4排出抑制対
策を必須化することが、環境保全型栽培によ
る水稲栽培の地球温暖化防止効果を確保し
ていくために重要であることが示唆された。 
 
（４）韓国では、環境保全型農業拡大のため
に、家畜ふん尿を堆肥化して化学肥料の使用
を節減することを意図した耕畜連携の取組
が注目されている。韓国の親環境農業政策に
よる耕畜連携推進の手段として、各地域で堆
肥センターが建設されている。そこで，全羅
南道長興郡を事例地域とし、家畜ふん尿の供
給者である畜産農家と堆肥の需要者である
水稲農家、そして堆肥の加工・販売者である
堆肥センターの取組実態を現地調査を実施
して解明した。親環境農業政策による補助事
業で建設された長興郡の堆肥センターは、地
域内の糞尿を収集し、堆肥として流通させる
ことで、水稲などの有機栽培に取り組む耕種
農家への有機性資源循環に貢献している実
態が明らかとなった。 
 
（５）自由貿易協定（FTA）締結を通じた農
産物貿易自由化は、各国における農業生産の
変化を通じて農業由来の環境影響を変化さ
せる可能性がある。こうした点に着目し、貿
易自由化による農業由来の環境影響を、農地
面積当たりの窒素余剰とリン余剰を指標と
して定量評価できるモデルを開発し、日中韓
FTA などに適用した。窒素とリンに係る中国
テータが利用できなかったため、環境影響評
価は日本と韓国に限定されたが、日中韓 FTA
締結は日韓合計の余剰窒素量を増加させ、日
韓合計の余剰リン量を減少させる可能性が
示唆された。 
 
（６）主な研究成果は、日本国内の学会だけ
はなく、複数の国際学会で発表された。また
査読付き雑誌論文も日本語論文として日本
国内誌で掲載されるのみならず、英文論文と
して複数の国際誌に掲載された。掲載された
国際誌の中には、インパクトファクター付き
の国際誌（5.主な発表論文等〔雑誌論文〕の

[4]など）も含まれる。 
 
（７）今後の研究展望としては、CC 要件指標
を、個別具体的な施策に適用される場合に考
慮すべき論点として、社会的に望ましい環境
水準の設定、ならびに農家と社会の責任分界
点であるレファレンスレベルにおける環境
水準の設定が重要となる点が示唆された。 
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